
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇
用の安定及び職業生活の充実等に関する法
律等の一部を改正する法律案（抜粋）

参 考

※ 第217回国会提出法律案（厚生労働省）より抜粋



第33条 職場における顧客等の言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等

１

事業主は、職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行

う事業に関係を有する者（次条第５項において「顧客等」という。）の言動であつて、その雇用

する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたも

のにより当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切

に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

事業主は、労働者が前項の相談を行つたこと又は事業主による当該相談への対応に協力した際

に事実を述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ない。

第１項

第２項

第３項

事業主は、他の事業主から当該他の事業主が講ずる第１項の措置の実施に関し必要な協力を求

められた場合には、これに応ずるように努めなければならない。



第33条 職場における顧客等の言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等

２

第４項

厚生労働大臣は、前３項の規定に基づき事業主が講ずべき措置等に関して、その適切かつ有効

な実施を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。

第５項

第31条第４項及び第５項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。

＜参考＞

第31条

（職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等）

第４項

厚生労働大臣は、指針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働政策審議会の意見を聴く

ものとする。

第５項

厚生労働大臣は、指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。



職場における顧客等の言動に起因する問題に関する国、事業主、労働者及び
顧客等の責務

３

国は、労働者の就業環境を害する前条第１項に規定する言動を行つてはならないことその他当

該言動に起因する問題（以下この条において「顧客等言動問題」という。）に対する事業主その

他国民一般の関心と理解を深めるため、各事業分野の特性を踏まえつつ、広報活動、啓発活動そ

の他の措置を講ずるように努めなければならない。

事業主は、顧客等言動問題に対するその雇用する労働者の関心と理解を深めるとともに、当該

労働者が他の事業者が雇用する労働者に対する言動に必要な注意を払うよう、研修の実施その他

の必要な配慮をするほか、国の講ずる前項の措置に協力するように努めなければならない。

第１項

第２項

第３項

事業主（その者が法人である場合にあつては、その役員）は、自らも、顧客等言動問題に対す

る関心と理解を深め、他の事業主が雇用する労働者に対する言動に必要な注意を払うように努め

なければならない。

第34条



職場における顧客等の言動に起因する問題に関する国、事業主、労働者及び
顧客等の責務

４

労働者は、顧客等言動問題に対する関心と理解を深め、他の事業主が雇用する労働者に対する

言動に必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる前条第１項の措置に協力するように努めなけ

ればならない。

顧客等は、顧客等言動問題に対する関心と理解を深めるとともに、労働者に対する言動が当該

労働者の就業環境を害することのないよう、必要な注意を払うように努めなければならない。

第４項

第５項

第34条


